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〈論文〉

フランスにおける果実市場のグローパル化と産地の対応
ードール・フランスの果実取引を事例として－

関根住恵

要旨 農業・食料市場のグローパル化を背景として 1980年代後半からフランスで

は生鮮果実の輸入が拡大し国内における生産は急速に縮小してきた。 1990年

代になると， EU 市場統合の下で，多国籍アグリビジネスであるドール・フード

社がヨーロッパで、生鮮果実流通事業を拡大した。同社の子会社であるドール・

フランスは， 2005年から地中海沿岸の PACA 地方でフランス産果実の買付を始

めている 。

本稿の課題は， 第一に， ドール・フランスのフランス産生鮮果実事業の戦略

を分析することである。第二に， ドールの事業展開や果実市場のグローパル化

に対する産地の農業生産者の対応方向を明らかにし第三に，地域農業を支え

るために公的品質認証制度（地理的表示保護制度等） が果たす役割について検

討することである 。

本研究から明らかになったことは， ドールはスポ ッ ト取引でフランス産果実

を調達しており ， 2010年にはこの事業から撤退したということである。 さらに，

Limousin 地方のような条件不利地域の農業生産者でさえ，ドールとの取引を行っ

ていなかった。 この背景として， 以下の点が指摘される 。 (1 ）ドールは自社内

にフランス産果実事業のための強固な組織を有しておらず，また地元企業 との

合弁事業も立ち上げていなかった。（ 2 ）ドールが取引をした地域の農業生産者

らは経営規模が大きく ， また既に別の販売ルートを持っていたため， ドールよ

りも強い交渉力を有していた。（ 3 ）フランスの農地は， SAFER や基礎自治体に

よ ってよく保護されている。（ 4 ）大手小売チェーンのプライベート・ブランド

が強いフランスにおいては， ドールの自社ブランド戦略は十分機能しておらず，

そのため生産部門を統合するインセンテイブが弱かっ た。（ 5 ）条件不利地域の

農業生産者らは，公的品質認証の取得によって農産物の差別化をはかり，より

高い価格を実現している。これらの点は，地域主体の行動の在り方が多国籍企

業の行動に影響を与えることは可能であり，また公共政策は地域主体をサポー

トすることができるということを示している 。

キーワード フランス 生鮮果実 ドール プライベート・ブランド，地理的表示保

護制度
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I はじめに

1 問題の背景

1995年の WTO 体制発足により，世界の多くの国が農産物貿易の一層の自由化と，それによ

る農業構造再編を経験している 。 そのなかでも，輸送技術の革新と相まって貿易が拡大した青

果物部門は，大きな再編を余儀なくされている。

こうした産地再編の中で，農業部門に対するグローバル資本の参入という新たな局面が生じ

ている 。 日本では青果物自給率が低下しているだけでなく，青果物生産部門に多国籍アグリビ

ジネスであるドール・フード社の日本法人（株） ドール（以下， ドール・ジャパンとする）が

参入しており，農業生産資本の国際化が始まっている 1 ） 。 特に，担い手の高齢化や耕作放棄地

の拡大に直面している条件不利地域において，農業参入企業を農業の「救世主」と位置付ける

傾向がみられる 2 ）。この背景として 政府による企業の農業参入促進政策や農地規制緩和が重

要な役割を果たしたことを指摘しておきたい。 しかし輸入青果物の増加による国内産地の縮

小を，外資系企業を含む企業の農業参入によって克服しようとする農業政策の方向性に普遍性

はあるのだろうか。

この間いに有益な示唆を与えているのは，フランスにおける果実市場のグローバル化と果実

産地の対応である。フランスは世界有数の農業大国といわれるが，果実部門は日本と同様に貿

易自由化によって縮小を余儀なくされている 3 ）。また， ドール・フード社の子会社ドール・フ

ランスがフランス産果実取引に参入している点も日本と共通している 4 ）。しかし農業資本の

国際化の実態や地域農業の担い手による対応は 国によって大きく異なる可能性がある。

フランスにおいて，多国籍アグリビジネスはどのような形態で参入しているのだろうか。ま

た，果実市場のグローバル化に対して，フランスの地域主体はどのように対応しているのだろ

うか。これらの点を分析することは， 日本の農業・農村振興の方向性を考える上でも重要な示

唆をもたらすと考えられる。

2 先行研究と分析視角

本項では， 3 つの視点から先行研究を検討し ドール・フランスの参入に象徴されるフラン

ス果実市場のグローバル化と産地の対応を分析する視角を整理する。

(1 ）多国籍アグリビジネスと契約農業

農業は土地自然と不可分に結びついた産業であり，地域内資源の共同管理が必要であること

から，他産業に比べて資本の短期的な参入が困難な産業である。しかし農業部門においても

アグリビジネスが特定の地域に縛られずに資本活動を展開するようになっており，資本活動と

地域農業の聞に深刻な矛盾が生じている 5 ） 。

アグリビジネスの多国籍化が進行してきたのは， 1970年代頃である 6 ）。農業の政治経済学や
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農村社会学の研究者らは，こうした多国籍アグリビジネスの活動による農業 ・ 食料システムの

構造変化や垂直的統合に早くから注目し，農業生産者の資本主義的生産関係への包摂について

研究を蓄積している 7 ） 。

特に，農業生産者を実質的農業賃労働者に置き換える可能性を持つ契約農業という取引形態、

は，資本による農業包摂の中心課題として論じられてきた 8 ） 。 アグリビジネスは農業部門に参

入する際，取引リスクを低減しつつ農業生産過程をコントロールする手段として，契約農業を

採用する傾向があることが指摘されている 9 ） 。 アグリビジネスが契約農業を選好する理由は，

契約取引の期間や規格等の調整により，フレキシブルな生産体制の構築が可能になるためとさ

れる 。 しかし日本でドール・ジャパンは契約農業も補完的に取り入れているものの，事業の

中心は直営農場が担っている 10）。このことは，アグリビジネスは事業環境によっては，必ずし

も契約農業に有利性を見出していないことを示唆している。

本稿では，グローパル化の中で、資本に よる農業包摂が日本と同様にフランスでも進行してい

るのかを明らかにするため， ドール・フランスを事例として，その参入形態を分析する。 その

際，農業生産者との取引形態に注目し先行研究で指摘されてきた契約農業論が妥当かどうか

検討を行う。

( 2 ）地域農業論

農業 ・食料市場のグローパル化研究において，上記のアグリビジネス論が提示した構造分析

研究は，資本と農業生産者の包摂関係を捉える上で有益な視点を提示した。 しかし地域農業

を担う主体の能動的役割が十分に検討されていないという指摘もある 11) 。 今日，グローバル化

に対する地域主体の多様な対応に着目し，主体の能力を分析することで，地域農業の持続的発

展の糸口を見出す研究が重要になっているω。

フランスでは，米国系多国籍ワイン企業のモンダヴィ社が， 2000年代初頭に南西部の Aniane

村の土地を買収しようとしたが，地元住民らの反対運動によって撤退を余儀なくされた印。 こ

の事例はまさしく，グローバル化時代の多国籍アグリビジネスの活動が地域主体の行動に規定

されていることを示している。

本稿ではこれらの先行研究に鑑みて，グローパル化を資本の論理が一方的に貫徹する過程で

はなく，地域農業を担う主体による多様な対抗運動との相互作用によって形成される過程とし

て捉える。そのため，フランスの果実産地における地域主体のグローパル化対応について分析

する。

( 3 ）品質論

グローパル化時代の資本と地域農業の主体の対抗関係を捉える上で，近年注目を集めている

のが農産物や食品の品質に関する議論である 14）。以下では，農産物市場で品質認証制度やブラ

ンド戦略が近年急速に発展してきた背景をみてみよう 。
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国連による多国籍企業規制の枠組みが1990年代に後退し同，一方で環境や労働者の人権保護

等を求める市民運動に基づく品質認証制度（Rainforest Alliance certification, Fair Trade 

Initiatives, SA8000等）が成長した16）。他方で，こうした動向への対応として，資本による自主

規制としてのブランド形成や品質認証制度（Global Gap, Coleacp 等）が発展してきた。さら

に，関税障壁や農業補助金の削減によって国際競争にさらされている地域の農産物を市場で差

別化するため，公的機関が行う農産物の品質保証制度も拡大しており 17），多様な背景を持った

品質ラベルが市場にあふれでいる凶）。今日，市場シェアを競い合う品質認証諸制度を比較分析

することは，すなわち，それぞれが支持する農業の在り方を検討することにつながる。

本稿では，果実市場におけるドール・グループの自社ブランドや小売業者のプライベート・

ブランド（PB），および公的認証制度の役割について分析を行う。そのうえで，地域農業がグ

ローバル化へ対応し 持続的発展を目指すうえで有効な品質認証制度と公的機関の役割につい

て検討する。

3 課題設定と分析方法

以上の分析視角をふまえ，本稿における課題と分析対象，および分析方法について述べる。

本稿の課題は，第一に，フランス果実市場のグローパル化の事例として，外資系企業ドール・

フランスによるフランス産果実取引への参入を取り上げ その参入経緯と実態について明らか

にすることである。特に，果実の取引形態に注目し，アグリビジネスと農業生産者の関係を分

析する。

第二に，フランスの果実産地がどのようにグローパル化に対応しているのか検討するため，

対照的な二つの地域を取り上げ それぞれの取り組みを比較する。一つ目の産地はドール・フ

ランスの参入地域であり，国内有数の果実産地である PACA (Provences-Alpes-C6te d’ Azur）地

方，二つ目は条件不利地域といわれる中山間地域の Limousin 地方である。日本において，ドー

ル・ジャパンは大規模経営が可能な北海道においても，条件不利地域の離島（長崎県五島列島）

においても，直営農場を展開している。特に 離島を抱える長崎県はドール・ジャパンの誘致

に熱心であった19）。こうした日本の状況と対比するため フランスでは上記の二地域を取り上

げ，地域農業の対応方向を検討する。

第三に，フランスの果実市場のグローバル化過程における対抗関係を，農産物の品質認証制

度の比較の視点から検討する。具体的には，ドール・グループの自社ブランド，小売業者の PB,

および政府が支援し小規模農業生産者の間で普及している公的品質認証制度について比較を行

つ。

本稿ではこれらの課題に取り組むため，文献および統計資料の分析を踏まえたうえで， 2007

年から2010年にフランスにおいてインタビュー調査を実施した。ドール・フード社については，

ヨーロッパ支社，フランス支社 および南仏の地方事務所の各段階を訪ね 地域調査について

は複数の農業生産者や農業協同組合，卸売業者，職能問団体等でインタビュー調査を実施し
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多方面からの実証を試みている 。

4 構成

以下では，第 2節でフランスの果実市場のグローパル化とそれによる構造変化について， 統

計データから把握する 。 第 3 節では， ドール・フランスの事業展開と地域農業の関係について，

南仏の PACA 地方を事例に検討する。 第 4 節では，グローバル化への地域の対応について，フ

ランスにおける主要な果実産地としての PACA 地方と条件不利地域の Limousin 地方を比較し

ながら，今日の農業政策の展開方向について考察を行う 。

E フランス果実市場のグローバル化と構造変化

1 市場環境の変化と自給率低下

フランスは， EU 有数の果実生産国である 。 同国の果実生産量は，イタリア （EU 内シェア

28%），スペイン（同26%）に続く第 3位 （同16% ） である （2003-05年平均） 20） 。 これにギリ

シア（同 6 %）とポルトガル（同 3 %）を加えると，地中海沿岸 5 ヶ国が EU 内の約 8 割の果

実を生産している。

しかしフランスの果実市場では，囲内需要が伸び悩む中，低価格，端境期および熱帯性の

果実輸入が増加している。特に，欧州市場統合により南欧諸国（スペイン，イタリア）からの

輸入が拡大しており，農業輸出国フランスにおいて，果実貿易は1980年代後半以降，赤字を計

上している（第 1 図） 。 果実の主な輸入相手国と輸入額に占めるシェア（2009年）は，スペイン

(29% ） ，オランダ (15% ）， マダガスカル （14% ） ，イタリア （ 7 %） である 21) 。 フランスの果

実自給率（重量ベース）は， 71% (2003年） から63% (2007年） に減少しており 22），こうした

第 1 図 フランスの生鮮果実貿易額推移
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状況は国内産地に縮小再編を迫っている。

2 果実生産構造の変化

フランスの主な果実産地は地中海沿岸部を中心に南部に展開する（第 2 図）。果樹作付面積

(2007年）の上位 5 地方は， PACA, Rhone-Alpes, Aquitaine, Languedoc-Roussillon, Midi-Pyrenees 

となっており，これらの産地が全体の75% をカバーしている23） 。 しかしこれらの果実産地は

厳しい国際競争の中で縮小を余儀なくされている（第 1 表）。 2007年のフランスの果樹作付面積

は， 1980年比で27%減少しており，主要 5 産地の果樹作付面積も Aquitaine を除く 4 地域で 3 ～

4 割縮小している 。 仏農業省統計によると，主要果実の果樹経営体数，作付面積および生産量

はいずれも減少傾向にある 。

果実生産は，気象条件や隔年結果性による生産量の増減が大きいため， 1996年までは政府買

第2図 フランスの主要果樹産地
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第 1 表 フランスにおける果樹作付面積の推移

単位＝l,OOOha 

順位｜ 地域 I 19so年 I 1990年 1 2000年 I 2007年 ｜増減率（%）＊

o I 全国 I 243.0 I 199.0 I 196.3 I 178.0 I • 26.7 

1 I PACA I 56.7 I 47.9 I 40.7 I 39.0 I • 31.2 

2 I Rhone-Alpes I 49.3 I 36.7 I 39.1 I 34.9 I 企 29.2

3 I Aquitaine I .9 I .2 I .1 I I 

4 I Languedoc-Roussillon I 33.9 I 29.6 I 25.5 I 19.9 I 企 41.3

5 I Midi-~renees I 21.5 I 16.8 I 17.2 I 15.1 I 企 29.8

10 I Limousin I 3.8 I 2.7 I 3.7 I 3.7 I • 2.6 

資料 ： フランス農業省統計「AGRESfE」より作成。
注：＊は1980年から2007年の増減率を表す。
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上や生産者補償が行われてきた24）。しかし WTO 体制への対応として，生産者に対する価格支

持は段階的に直接支払制度に移行している。青果物部門では1996年に経済組織改革が行われ，

EU の補助金受給のためには，生産者組織を形成して環境保全，品質向上，効率的生産のため

の事業改善計画を策定することが条件となっている。 しかし穀物や畜産物に比べて果実は補

助金が少なく，より厳しい国際競争にさらされているといえる25） 。

E 多国籍アグリビジネスのフランス市場参入ードール・フランスを事例として一

フランスの果実産地が再編される中， ドール・フード社は1990年代にヨーロッパで、急速に事

業を拡大した。 本節では，欧州およびフランスにおける同社の事業展開とその背景を検討し

南仏における果実取引の実態について明らかにする 。

1 欧州におけるドール・フード社の事業展開

1993年は GA'汀ウルグアイ・ラウンド妥結の年であり， EU 市場統合の年でもある 。 市場統

一後， EU のバナナ輸入割当・関税制度は米国や南米諸国から WTO に提訴され，「バナナ戦争J

へと発展したが，その背後で事業を拡大したのが外資系企業である26\

ドール社もそうした企業のひとつである。 同社のバナナが初めて欧州市場に陸揚げされたの

は， 1978年のことであった27）。その後， 1990年代初頭まで， ドイツとイタリアの港を通じての

みバナナとパイナップルの輸入が行われていたが 1990年にドール ・ヨーロ ッパが設立される

と，同社は目覚しい勢いで支社を増やしてきた（第 2 表） 。 ドール・ヨーロッパは14の子会社と

2 つの出資会社を組織し 76事業所で1,764名の社員を雇用している（2006年） 。 年間3,600万箱

の南米産バナナと 900万箱の輸入パイナップルを，欧州の20港で陸揚げし年間19億t4,000万 S を

売り上げ，欧州各国で 1 位または 2位の市場占有率を獲得するに至っている。

ドール・ヨーロッパが急速に事業を拡大した背景には，欧州の青果物生産・流通企業の買収

による生産・流通のネ ッ トワーク化があった28） 。 1996年には スペインの Pascual Hermanos 社

を買収し，オレンジ等の生産販売を開始した29） 。 周年，ノルウェー最大の青果物輸入企業 B品1A

と合弁会社を設立し， 1998年にはスウェーデン有数の青果物・花井の輸入業者 SABATrading 

AB 社の株式60% を取得し 2005年に買収している。さらに， 1997年に南アフリカの生鮮果実

輸出規制が緩和されると，翌1998年には現地子会社を設立し，ヨーロッパ市場への重要な青果

物供給拠点を確保した。 2006年には，英国の JPFD 社を買収し， JP Fresh 社として傘下におさ

めている 。

ドール・ヨーロッパ社の販売品目（2007年）は，生鮮果実，野菜，カットフルーツ，カット

野菜，ジュース，冷凍果実および有機農産物（バナナ，パイナップル）の92品目にのぼり，こ

のうち上位10品目（バナナ，パイナップル，オレンジ，リンゴ，ジャガイモ，ブドウ， トマト，

レタス，ナシ， レモン）が全売上額の82% を占めている30） 。 2006年の同社の取扱品目の原産地
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第2表 ヨーロッパにおけるドール・フード社の事業展開（2006年）

会社名 国 拠点都市
設立 資本比率 雇用 売上高 市場占有 事業 自社ブランド

（年） (%) （人） (100万$ ） （順位） 拠点数 供給率（%）

Dole Europe フランス パ 1) 1990 1,764 1,940 1 76 55.2 

Dole Fresh Fruit OHG ドイツ ノ、ンフソレグF 1975 100 60 232 6 2 80 

Dole Hellas ギリシャ アテネ 1993 4 25 1 80 

VBH-Dole Antwerp ベルギー アントワープ 1994 14 37 3 90 

Dole Espana ス Jてイン マドリード 1994 100 133 109 2 13 55 

Dole Italy イタリア ミラノ 1996 100 88 110 2 12 80 

Dole France フランス ランジス 1998 100 192 126 2 12 16 

Dole South Atrica 南アフリカ ケープタウン 1998 100 82 88 2 2 50 

Dole Fresh Fruit 
トルコ イスタンブール 2000 4 88 2 100 

South and Dole Med 

Saba Trading スウェーデン ヘルシンプルグ 2005 100 435 261 11 16 

Dole Portugal ポルトガル リスボン 2005 2 80 

JP Fresh イギリス ケント 2006 100 552 239 2 4 5 

Dole Europe Import ベルギー アントワープ 2006 。

Dole East チェコ フ。ラノ、 2006 5 9.9 1 65 

Compagnie Fruitiere フランス マルセイユ 40 1 

Kempowski ドイツ ハンブルグ 138 331 10 

資料：ドール・ヨ ーロ ッパ提供資料（2008年）より作成。

は，南米（46%），ヨーロッパ（29%にチリ・南アフリカ (10%），アフリカ（9 %）である。

これは，欧州市場ではドル・バナナ3l) 販売が多いことと，主に SABATrading AB 社が欧州産青

果物・花井を供給していることを反映している 。 貿易自由化や多国籍企業の事業環境の変化に

より ，多国籍アグリビジネスの世界的事業戦略の地図もまた塗り替えられている。

2 ドール・フランスの事業展開

ドール・フード社がパリ郊外のランジス卸売市場内の事業拠点をドール・フランスの名前で

開設したのは1998年であるが，実際のフランス市場への参入はこれに先立つ32） 。 1993年以降，

ドール社はバナナ追熟業者の協同組合 Murisserie Franc;aise や，後にドール・フード社に株を

売却する Compagnie Fruitiere 社の事業拠点（バナナ追熟施設・流通施設・倉庫等）を利用しな

がら，フランスにおける事業を開始していた。

1939年設立の Compagnie Fruitiere 社は，フランスの Fabre 家によって所有される24社から

なるグループ会社であったが， 1996年のドール社による株式40%取得を機に，翌年にグループ

会社を統合するとともに， ドール・フード社からの技術的・金融的支援を受けるようになっ

た33 ） 。

その後， ドール・フランスは次々と既存のバナナ追熟施設，倉庫，および流通拠点を買収し

ながら，フランス全国 9 ヶ所に事業拠点を拡大した（第 3 表）。 2007年現在，資本金77万6,385€,

社員 170名，取扱量15万7,000t および売上高 1 億3,400万王をほこる 34 ） 。 同社の取扱品目の64% を
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第 3表 ドール・フランスの事業拠点（2007年）

拠点都市 事業内容 取扱量（1 ,000t) 雇用（人）

Lille 追熟 18 20 

Rungis （本社） 販売、追熱、 倉庫 47 70 

Strasbourg 追熟 15.5 12 

Bo urges 追熟 8 7 

Lyon 追熟 12 12 

Bordeaux 追熟 6 6 

Toulouse 追熱、卸売 18 19 

Chateaurenard 追熟 20 10 

Marseille 追熟、倉庫 12 14 

ぷロ』雪ロ』lド 156.5 170 

資料：ドール・ フランスへのインタビュー（2008年10月 29 日）より作成。

バナナが占め，パイナップル（ 8 %にグレープフルーツ（5 %），オ レンジ （ 3 %），ライチ

( 2 %), リンゴ（2 %）の 6 主要品目が全体の 8割以上を占めている 35） 。

ドール・フランスは バナナ 果実野菜をアフリカから，パイナップルをアメリカと中南

米から主に輸入している36＼ アフリカからの輸入が多いのは， EU のバナナ輸入体制との関わり

もあるが， Compagnie Fruitiere 社が所有するプランテーション（コートジボアール9,000ha，カ

メルーン4,000ha，ガーナ等）からの輸入が多いためである 。

フランスのバナナ市場におけるドール・フランスのシェア（2007年）は，イタリア系のポモ

ナ社（シェア24%）に次ぐ20%であり，デルモンテ（13%）やチキータ（9 %），大手小売チェー

ンの Intermarch己（9 %）を凌いでいる 37） 。

しかし ドール・フランスのブランド戦略を分析してみると，フランス市場において同社が

必ずしも優位性を発揮できていない姿もみえてくる。ベルギー，ドイツ，イタリア，ギリシア，

ポルトガル等の国でドール・ヨーロッパの支社が8 ～ 9 割の商品を自社ブランドで販売してい

るのに対し，フランス市場の自社ブランド率は16% に留まっている（第 2 表） 。 これは，ドール・

フランスが供給するバナナの52%がブランドを付さずに販売されるか，大手小売チェーンの PB

(Leclercl 7 % , Champion 7 % , Carrefour ｷ Auchan 8 %等）で販売されるためである 38） 。 フラ

ンスは小売店の寡占化が進んでおり，青果物の実に 7割（2003年）がスーパー・チェーンを経

由して販売されている 39）。こうした市場構造を反映し ドール・フランスの直接取引先の66%

が大手小売チェーン， 34%が卸売業者となっている40）。

ドール・フランスのブランド戦略は，南仏における果実取引の形態にも影響を与えている。

次項では，その実態について詳しくみていこう 。

3 南仏におけるドール・フランスの果実取引参入と撤退

ドール・フランスは 2005年に PACA 地方の Chateaurenard 事務所で， りんごを中心とした
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第4表 ドール・フランスの南仏産果実取引量の推移

単位 ： トン

年 I 2oos I 2006 1 2007 I 2oos 

取引量 I 1,soo I 800 I 1,200 I 800 

資料：ドール・フランスへのインタビュー（2009年 2 月 2 日 ） より作成。

地元産果実の買い付けを始めた41 ）。これは ドール・フランスの指示で行われており，世界本

社が日本を含め各地で、行っている現地調達・現地販売の強化戦略の一環だと考えられる42）。そ

の後，年間800～ l 500t を買い集めているが（第 4 表）， ドール・フランス全体の年間取扱量

158,000t (2007年）に占める国産果実のシェアは0.8%である 。

ドール・フランスの国産果実取引を一手に担うのは， Chateaurenard 事務所に勤める一人の

国産果実担当者である必） 。 彼は 勤務していた青果物卸売会社を辞め ドール・フランス社に

入社して 1 年目（2009年現在）という若者である 。 フランス法人本社に異動した前任者から仕

事を引き継いだが，従業員10名の小さな事務所であるため，他の業務も兼務している 。

2008-09年の収穫期に， ドールが取引をした南仏の果実生産者は， PACA 地方の大手果実生

産者である Durand, Les Calades, Coccolo, Fruits de Provence, JPS, Dorina の 6 経営体であ

る 。 ドールは，これらの生産者から直接または仲買業者や農業協同組合を通して果実を購入し

第3図 PAGA 地方におけるドール・フランスの果実取引

ドール・グループ

資料．ドール・フランスの Chateaurenard 事務所および生産者に対するインタビュー調査（2009年 2 月 2 日， 20
日）より作成。
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主にグループ企業へ輸出し
ている（第 3 図）。この他に，ロシア

等への輸出やフランスのヨ
ーグ

ルト製造企業への契約販売
も行っている。

ドールが直接取引している
果実生産者 2社（Les Calades, Fruits de Pro

vence）によると，取

引は週単位のスポット取引で
行われていた44 ）。ドールは GlobalGap 等の民間品質認証

を取得し

ている生産者を選んで取引
をしているが，果実取引の

時期，量，規格に関する契
約書は交わし

ていない。

Les Calades 社は， Yves Jullian 氏が Isle-sur-la sorgue で1994年に設立した有限責任
農業経営

(EARL）であり， 45ha の農地で12品種のリンゴを生産する
大規模果樹経営体である（

第 5 表） 。

同じく 1994年に設立された同名の
有限会社（SARL）は， リンゴの調製・包装を行うた

めの設備

を備えている。 Yves 氏が果樹園の生産管
理と販売事業を受け持ち

妻の Laurence 氏が会社の

経理とリンゴの調製作業の
監督に当っている。他に

4 名の常勤労働者と 60名の季節労働者を雇

用している。 季節労働者は，地元の女
性や移民労働者（ポーラン

ド，モロッコ等出身者）で
あ

り，収穫最盛期には30名が果樹園で， 30名が調整施設で働く 。 リンゴは農業協同組合に
販売す

るか，地方卸売市場や大手
小売チェーンの集配センタ

ーに販売している。ドール
・フランスと

の取引は2006年に開始した。

Les Fruits de Provence 社
は， Tarascon で、80ha の果樹園を経営す

る共同経営農業集団（GAEC)

である（第 5 表） a Le Fevre 家によって出資
・運営されており， 15名の常勤労働者と 90名の季

節労働者を雇っている。
リンゴ（50ha），アプリコット（20ha）およびサクランボ

（lOha）を

生産するほか，近隣の農業
生産者からナシ（年間2,500t）を買い付けて，会

社敷地内に設けた

施設で調製した後に出荷し
ている。出荷先は，大手小

売チェーンの Intermarche, Chateaurenard 

地方卸売市場， Avignon 地方卸売市場およ
び地元 St Etienne de grasse 地方卸

売市場， BlueWhale 

社45） および加工業者等である。 国内への供給量は全体の 3 割程であり， 5 割が欧州へ， 2 割が

欧州域外へ輸出されてい
る。出荷する果実は一箱

ずつトレーサビリティを
実施し 2007年には

第5表 PAGA 地方におけるドー
ル・フランスの果実取引

の事例

会社名

会社形態

Les Calades 

EARL （農業有限会社）

Les Fruits de Provence 

GAEC （農業共同経営集団
）

品目 | リンゴ | リンゴ | ナシ ｜アプリコット｜ サクランボ

作付面積 I 45ha I 50ha I Oha I 20ha I lOha 

一ー；竺里~－－－－－ _J ーーーーー一－ －~＝竺？＿~ －一一一一一一一L－－－－－~＝与空？－~－ --L --g~ －一一ーー←

購入量 | 
| | 

ドール販売量｜
I 40仇 I 50t 

常勤 | 4 人

臨時 60人

15人

90人

(1 ）農協 ( 2 ）卸売市場

( 3 ）スーパー販売先
( 1 ）スーパー ( 2 ） 卸売市場 ( 3 ）農協 (4 ）加工

資料・ドール ・フラ ンス， Les Calades. Les Fruits de Provence に対す
るインタビュー（2009年 2 月 2 日， 20 日）

より作成。
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リンゴ，アプリコット，サクランボの生産において GlobalGap を取得した。ドールと取引を始
めたのは2008年であり 取引量はリンゴ400t とナシ50t である 。 この量は 同社の販売量のそ
れぞれ 8%および2.5% を占める。

上述 2社のように大規模化し 出荷・調製施設を所有する農業経営者は，果実の取引価格の
動向に非常に敏感であり ドールの提示価格よりも有利な価格を提示する買い手があれば，跨
路なく売り先を変更する46） 。 そのため 生産者は契約取引よりも，週単位で最も有利な取引相
手を選ぶことが出来るスポ ッ ト取引を好む。

それでは， ドールによる国産農産物の取引は，地域農業においてどの程度のシェアを持って
いるのだろうか。 2007年の全国のリンゴ生産量のうち ， ドールが買い付けたl,200t が占める割
合は，わずか0.1 %である。 PACA 地方のリンゴ生産量に占める割合を見ても， 0.3%である 。
Chateaurenard 事務所の担当者によると PACA 地方の果実生産者は買い手と してのドール・

フランスを必要としておらず， ドール以外に幅広い販売ルートをすで、に持っている 。 2005年か
ら始まったばかりのドールによる地元産農産物の買い付けは 地域農業に影響を及ぼしている
というには規模が小さく，また歴史も浅いといえよう 。 ドール・フランスの国産果実取引は，
2010年に Chateaurenard 事務所の担当者が退職したことを機に廃止された47\
日本においてドール・ジャパンが各地に農業生産法人を組織化したような勢いは，フランス

ではみられなかった。 日本における同社の取り扱い農産物が野菜であるのに対し， ドール・フ
ランスが取引に参入したのが果実であったという点も 両社の事業展開の違いに影響している
可能性がある。 果樹は永年性作物であり，自然条件や生産技術による品質格差が大きく，作付
けから収益性の確立までの期間が長い点も資本参入の障壁となり得る 。 しかしドール・グルー
プは世界各地で、果実の直営生産や契約栽培を行っており ドール・フランスが果実の直営生産
どころか契約取引さえ実現できなかった背景は他にもあるはずである 。 以下で，その要因を考
察する 。

第一に， PACA 地方では果実生産者が他産地に比して大規模経営で（第 6 表），自ら輸出を手
掛ける生産者も多いため，新規参入者のドール・フランス以上に販売網を確立している48）。 そ

第 6表主要果樹産地の経営体数作付面積および平均経営規模（2007年）

単位．戸， ha
経営体数 面積 平均規模

間16ne-Al~es I 5,090 I 32:879 I 6.5 
Alquit~ine I 3,~55 I 23:825 I 7.3 
PACA I 2 338 I 23 131 I 9.9 

Midi-Pyre-nee 2,320 16,169 7.0 
Languedoc-Ro附illon I 2,168 I 15,996 I 7.4 

Limousin I 開 I 3,553 I 6.s 
資料：フランス農業省統計「AGRESfEJ より作成。
注・ここで扱うデータは 経営面積50a 以上または 9種類以上の果樹を栽培している経営体に限る。
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のため，生産者側により大きな交渉力があり，取引形態もスポ ッ ト取引にとどまっていた。

第二に，フランスでは企業が農業参入を行う場合，農村土地開発整備会社（SAFER）や基礎

自治体の合意が欠かせない点も，多国籍アグリビジネスにとっては参入障壁になっている 。

SAFER は農地の買い集めとその整備，再譲渡を主な業務とし，農地の適正な価格での取引と構

造政策の目的に即した効率的利用を促進している49） 。 米国系モンダヴィ社が Languedoc

Roussillon 地方において土地取得に乗り出した際，住民の反対運動を受けて SAFER や自治体が

介入し同社は事業計画を断念せざるを得なかった50）。この点は，政府が企業の農業参入を積

極的に支援している日本の場合と大きく異なる。

第三に，フランスでは大手小売チェーンの PB の役割が大きく ドール・ブランドが浸透し

ていない。 このため，垂直的統合を進めても，独自の品質管理やブランド展開による利益獲得

は簡単には見込めなかった と考えられる 。 他方で，欧州では IS09000や HACCP，および小売

業界団体が確立した GlobalGap や BRC (British Retail Consortium) , IFS (International Food 

Standard）等が浸透しているため， ドール・フランスもこうした認証を取得している生産者と

取引を行うことで 一定の品質確保を図っていた。

第四に， ドール・フランス内部の組織的体制の問題があげられる 。 国産果実担当者は 1 名し

かおらず， しかも他の業務を兼任していた。 このため，情報収集や生産者との交渉を行うため

の人材が不十分で，現地企業との合弁事業設立等に発展しなかったと考えられる 。

しかしグローパル競争の中で、フランスの果実産地は縮小過程にある。日本では，新たな担

い手の確保策として農業参入企業を誘致する自治体は少なくない。 特に，耕作放棄地対策が急

がれる条件不利地域においてその傾向が強いが，フランスではそうした動向はないのだろうか。

次節では， ドール・フランスが参入した囲内有数の果実産地である PACA 地方と，フランス中

央山塊に位置する条件不利地域で小規模果実産地の Limousin 地方を比較しグローパル化に対

する地域の対応方向について検討を行う 。

Uフランス果実産地の対応－PAGA 地方と Limousin 地方を事例として一

1 PAGA 地方の対応

PACA 地方はフランス南東部に位置し南は地中海に，東はイタリアに接する （第 2 図）。 6

つの県にまたがり Marseille や Nice といった都市を中心に都市化が進んでいるが，西部を流

れるローヌ川流域 （Vallee du Rhone）には果樹園やワイン用のブドウ畑が広がり ，南部では疏

菜園芸が盛んであるため，フランス有数の青果物生産地帯となっている 。 しかし同地方の果

樹作付面積は1980年に比べ2007年には 3割縮小し野菜では 3 分の l に減少している 51 l 。

PACA 地方は全国の果樹作付面積の22% (2007年）を占める国内最大の産地である 52） 。 Rhone

Alpes (20%), Aquitaine (14%), Languedoc-1ρussillon ( 11 % ）および Midi－町rre-nee ( 9 % ) 

がこれに続く 。



32 (32) 経済学研究第 2巻第 1 号

これら 5 主要産地における主業果樹生産者の経営体数，作付面積および平均経営規模を比較

すると， PACA 地方の平均規模は9.9ha と主要産地で最も大きくなっている（第 6 表）。また，

PACA 地方は労働力構成が家族（28%），常勤労働者 (14%），季節労働者（58%）となってお

り，主要産地の中で最も雇用労働力への依存率（72%）が高く，企業的経営が発展している53\

PACA 地方の果実生産においては， リンゴのシェアが46% と最も多く，サクランボ（15%),

モモ（14%）およびナシ（13%）の 4 品目で全体の約 9 割を占める則。 ドール・フランスが国

産果実として主に取引をしていたのは輸出指向性の強いリンゴであるが，同社が選んだ産地も

またリンゴ生産を中心とした企業的大規模果実産地であった。しかし経営規模の拡大を進め，

生産コストを引き下げて国際化に対応しようとしている PACA 地方では，全国平均よりも早い

スピードで果樹作付面積が減少している（第 1 表）。

市場の国際化による価格競争激化の中，フランスの果実生産者の間では，市場で高値取引を

される Pink Lady 等の品種導入や55），産直活動である AMAP (Association pour le maintien d’ une 

agriculture paysanne）等を通じた消費者への直接販売に取り組む動きが広がっている56）。 また，

フランス政府公認の品質認証57） を取得して品質の差別化を図る産地も増えている。

フランスにおける公的品質認証制度の歴史は長く，ワインやチーズ等において早くから発展

したが，近年になって青果物においても同認証取得が増えている 。 2007年に有機農業，原産地

呼称統制，地理的表示保護，赤ラベルおよび適合性認証の公的認証を取得した果樹経営体は，

フランスの全果樹経営体数の38%，果樹作付面積の42% に上っている（第 7 表）。

しかし大規模生産を行う生産者の間ではこれらの認証取得の動きは少なく，また大手小売

チェーンや大手卸売業者もこれらの認証取得を生産者に求めることは少ないとされる58）。 公的

品質認証制度は，産地が市場のグローバル化に対抗し，地域農業を発展させていくための政策

手段として発展してきた性格が強いため，むしろ小規模家族経営を営む産地や条件不利地域に

おいて取得される傾向が見られる。 特に 認証取得に地域主体の連携が求められる地理的表示

保護59 ） においてその傾向は強まる 。 例えば，山間部の Limousin 地方にはリンゴの原産地呼称

統制取得が，問16ne-Alpes 地方にはリンゴやモモの地理的表示保護取得の事例が存在する。第

6 表に見られるように，これらの地方の果樹経営平均規模はいずれも 6.5ha と比較的小規模で

第7表 果樹経営における公的認証の取得状況

単位：%

的
証

人
4
刃
ひ

ノ
一
三
百

有機 原産地呼称｜地理的表示｜ 赤ラベル CCP 

「
O
R
U

一
ハU

Q
O
A

吐
一
ハ
ツ

市
－
一

1
4

0
0
ρ
h
u

一
n
u

t
－
－

A

一
に
U

p
o

－
－
一
A
U

Q
u
t
i

一
F
h
d

1
1

ム
一

2
β

一
一

A

斗A

司
E
A

t
，
ム

1
l
i

－

Q
d

ウi

一
ハ
U

3
2

一
4

A
υ
F
h
u

一
n
υ

0
0

市
I

一
D
O

q
J
A
1
H

ヮ
“

時
伏
主
員
一
主
貝

米
女

i
f

一
手
応1

戸
面

一
面

一
u一

町
一

全国

Limousin I 戸数 1 1s.o 
資料：フランス農業省統計「AGRE釘E」より作成。
注 1 . 全国および PACA 地方のデータは2007年， Limousin のデータは2010年のものである。
注 2 ：各種公的認証は重複して取得されている場合がある 。



フランスにおける果実市場のグローバル化と産地の対応（関根） (33) 33 

ある。他方， PACA 地方では，公的認証を取得している果樹作付面積の割合（2007年）は，リ

ンゴ（33%），ナシ（18%），モモ（50%），サクランボ（8%）となっており，いずれも減少傾

向にある 60） 。 さらに，輸出志向型のリンゴにおいては地理的表示保護や原産地呼称統制の取得

事例はない。

PACA 地方の果樹経営は，経営規模を拡大することで国際競争に対応し，リンゴを中心に輸

出や大手小売チェーンへの供給基地として発展することを志向しているが，経営体の規模は拡

大しても，産地全体の作付面積は急速に減少している。 次項では， PACA 地方と好対照をなす

Limousin 地方の対応を検討する。

2 Limousin 地方の対応

Limousin 地方は，フランスの中央山塊に位置する（第 2 図）。 相対的に農業近代化に熱心で，

構造改善を達成しつつも，地域経済の多様化・サービス化に立ち遅れ，過疎に悩む地域であ

る 61 ） 。

Limousin 地方は，全国第10位の果樹産地である（2007年作付面積ベース） 。 また，果実生産

者の平均規模も 6.5ha (2007年）と他産地と比べて小さく，果樹経営における家族労働力依存率

は 4割と高い。 山岳地域に位置し小規模家族経営が主体をなす Limousin 地方は，果実生産規

模において高い国際競争力を有しているとは言い難い。 しかし第 1 表に示したように，同地

方の果樹作付面積は，多くの主要果樹産地に比べて減少率が低く抑えられており，最も市場の

国際化に耐えている産地だといえる。 Limousin 地方は， EU の直接支払を多く受給しており，

こうした共通農業政策が地域農業維持に貢献していると考えられる 。 しかし果実生産部門が

受給する補助金は穀物や畜産部門に比べて少なく，他の要因を検討しなければならない。

Limousin 地方では， PACA 地方と同様に産直運動や 6 次産業化（宿泊， レストラン，加工，

ツーリズム等）の取り組みがきかんである62 ） 。 しかし PACA 地方と比較する際に大きな違い

として見出されるのは 公的認証取得の取り組みである63） 。 第 7 表に示したように，果樹経営

における公的認証取得の取り組みは，全国38%, PACA 地方28%であるのに対し， Limousin 地

方は78% にのぼっている。 これは， Limousin 地方で原産地呼称統制のリンゴ「Pomme du 

LimousinJ の生産が盛んなためである。 以下で「Pomme du Limousin」の認証取得の経緯と効

果を検討してみよう 。

Limousin 地方のリンゴ生産の歴史は古く，ローマ時代に中東から伝わって始まり， 18世紀に

は同地方のリンゴの名声がパリで広まった64 ） 。 その後， 1950年代にアメリカからゴールデン種

が導入され，作付けが拡大した。

しかし 1980年代後半になると世界的なリンゴの供給過剰と市場のグローパル化を受け， 二

人のリンゴ生産者の呼びかけにより原産地呼称統制の認証取得への機運が高まる 65） 。 1989年に

は Limousin リンゴ協会が設立され， 生産者の協同による品質規定や生産エリアの指定を含む仕

様書の作成とフランス原産地呼称機関（INAO）による審査をへて， 2005年にフランス産リンゴ
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として初めて原産地呼称統制を取得した66） 。

高度300～500mの山地で栽培されたリンゴは 果汁が多く 食感糖分と酸味のバランスが

よいという特徴を持つO 2010年現在， 4 つの農業協同組合を中心に450戸の生産者が3,300ha の

果樹園で11万 t (2009年）のリンゴを生産している 67＼このうち，「Pomme du Limousin」の仕

様書規定を満たす品質のリンゴは約10%であり フランス国内でのみ流通している。 主要な出

荷先は大手小売チェーン（80%）と専門店である68） 。 小売価格は「Pomme du Limousin」と同

一品種であるゴールデン種リンゴよりも 25～30%高い69） 。

このように， Limousin 地方では生産規模の拡大ではなく，公的品質認証取得による高付加

価値化により，国内外の競合する産地のリンゴからの差別化に成功している。こうした取り組

みは，先に挙げた 6 次産業化の取り組み等と共に地域農業の活性化に貢献していると考えられ

る 。 その結果， Limousin 地方では， 2000年から2007年にかけて，農業就業者人口分布のピ｝ク

が50～55歳から45～50歳に移動しており，農業就業者の若返りが見られる 70＼さらに，過疎化

が激しいとされる中央山塊地域にあって， Limousin の 1975年から2006年にかけての定住人口減

少率は 2% に留まっている点も指摘しておくべきだろう 。

Limousin 地方の事例はグローパル化時代の地域の在り方として示唆に富んでいる。 条件不

利地域で，経営規模の比較的小さな家族経営を主体とした果実産地であっても，公的認証制度

を活用した品質の向上と差別化を図ることで安定した収益を確保し 6 次産業化などの多様な

取り組みと共に産地全体の持続性に貢献している。その背景には 短期的な資本の投入と引き

上げを行うフットルースな多国籍アグリビジネスの誘致に地域の未来を託そうとはしない地域

の姿勢がみられる 。 そして，公的制度基盤がこうした地域の取り組みを支えていることを指摘

しておきたい。

Vおわりに

本稿では，輸入果実の増加によるフランス果実市場の構造再編と，多国籍アグリビジネスの

ドール・フード社の参入事例を取り上げ 果実市場のグローパル化過程と果実産地の対応につ

いて分析してきた。 本稿の課題と分析視角に照らして，明らかになった点を以下に整理する 。

第一に，果実市場における貿易自由化と欧州市場統合の下で，フランスの果実自給率は低下

し国内産地は縮小再編を迫られているが，こうした事態は必ずしも多国籍アグリビジネスに

よる農業参入や国内農業の包摂に帰結していない。 ドール・フランスは PACA 地方で2005年か

ら国産果実の取引を行ったが，取引規模は拡大することなく， 2010年に国産事業から撤退して

いる 。 地域の果実生産者との取引形態は，生産者側の意向によりスポット取引で行われており，

直営農場や契約農業に比べて不安定な取引形態にとどまっていた。アグリビジネスはフレキシ

ビリティの高い経営を行うために契約農業を選好する傾向が強いと指摘されているが，ドール・

フランスの事例研究を通して，地域主体の対応や事業環境によって直営農場経営に乗り出す場
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合もあれば，スポット取引の展開にとどまることが示された。

第二に，果実産地のグローパル化対応として 二地域の対照的な動向が見出された。 PACA

地方では経営規模の拡大による国際競争力強化に取り組んでいるものの 産地全体の規模とし

ては縮小再生産に向かっている。他方の Limousin 地方では，条件不利地域であっても企業参入

や経営規模拡大をともなわずに，公的認証制度等を介した地域農業の維持に取り組んでおり，

こうした取り組みが産地全体の縮小を防いでいる可能性が示唆された。このように，地域主体

による能動的なグローパル化への対応によって，資本による農業包摂の形態は大きく異なって

おり，農業のグローパル化は単線的に進行する過程ではないと考えられる 。

第三に，関税障壁や多国籍企業の法的規制枠組みが削減される中で，一方のドール・フラン

スは大手小売チェーンの要求に対応するため， GlobalGap 等の民間認証制度に依拠した差別化

に乗り出している 。 他方の地域農業生産者らは，地理的表示保護制度等の公的認証制度に依拠

した品質保証に取り組んでいる。地域農業を支える機能としては，公的認証制度の地理的表示

保護制度が果たす役割が大きいことが示唆された。品質認証制度や品質ラベルが多様化する中

で，こうした品質戦略の攻防を分析することは，グローパル化時代の農業・食料市場の対立軸

を明らかにするうえで有効な視点であると考えられる。

最後に，日本においても EU 型の地理的表示保護制度の導入が2014年通常国会で決定された。

日本でも，多様な農業の担い手と地域主体の取り組みが，今後さらに発展することを期待した

し3 0 
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